
国分寺市地域福祉計画実施計画

　達成状況評価報告書

（平成27～29年度）

国分寺市健康部地域共生推進課



地域福祉計画実施計画評価票 【平成29年度】

１　事業評価の視点

（１）各年度末までの進捗状況評価

　各年度末までの進捗状況を評価します。

　次の３つから選択，又は当てはまらない場合は自由記載。

　　「目標どおり進行している。」

　　「やや取組が遅れている。」

　　「大幅に取組が遅れている。」

（２）３箇年の達成状況評価

　３箇年を経て目標を達成することができたか。

　　A：目標以上に達成した（目標に対し100％以上を達成）

　　B：おおむね達成した（目標に対し80％以上100％未満を達成）

　　C：目標を下回った（目標に対し80％未満）

　　D：実施しなかった
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「
（

仮
称

）
地

域
福

祉
推

進
協

議
会

」
の

設
置

地
域

福
祉

課
Ａ

担
当

課
の

評
価

の
と

お
り

と
す

る
。

地
域

福
祉

課
各

課
Ｂ

担
当

課
の

評
価

の
と

お
り

と
す

る
。

政
策

経
営

課
各

課
Ｂ

担
当

課
の

評
価

の
と

お
り

と
す

る
。

職
員

課
各

課
Ｂ

担
当

課
の

評
価

の
と

お
り

と
す

る
。

協
働

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

課
各

課
Ｂ

公
民

館
課

各
課

Ｂ

図
書

館
課

各
課

Ｂ

市
職

員
各

課
評

価
が

馴
染

ま
な

い
評

価
が

馴
染

ま
な

い
。

（
２

）
地

域
包

括
ケ

ア
の

推
進

地
域

包
括

ケ
ア

の
推

進
（

１
）

必
要

な
福

祉
サ

ー
ビ

ス
が

利
用

で
き

る
仕

組
み

づ
く

り
地

域
福

祉
課

福
祉

保
健

部
・

子
ど

も
家

庭
部

の
各

課
Ａ

担
当

課
の

評
価

の
と

お
り

と
す

る
。

（
４

）

避
難

行
動

要
支

援
者

（
災

害
時

要
援

護
者

）
へ

の
支

援

避
難

行
動

要
支

援
者

（
災

害
時

要
援

護
者

）
へ

の
支

援
３

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

環
境

づ
く

り
（

２
）

市
民

生
活

の
安

全
安

心
の

向
上

地
域

福
祉

課
防

災
安

全
課

・
高

齢
福

祉
課

・
障

害
福

祉
課

Ｂ
担

当
課

の
評

価
の

と
お

り
と

す
る

。

自
立

相
談

支
援

事
業

（
相

談
）

生
活

福
祉

課
各

課
Ａ

担
当

課
の

評
価

の
と

お
り

と
す

る
。

自
立

相
談

支
援

事
業

（
支

援
）

生
活

福
祉

課
各

課
Ａ

担
当

課
の

評
価

の
と

お
り

と
す

る
。

住
居

確
保

給
付

金
支

給
事

業
生

活
福

祉
課

各
課

Ｂ
担

当
課

の
評

価
の

と
お

り
と

す
る

。

庁
内

連
絡

会
議

の
設

置
生

活
福

祉
課

各
課

Ａ
担

当
課

の
評

価
の

と
お

り
と

す
る

。

学
習

支
援

事
業

生
活

福
祉

課
各

課
Ｂ

担
当

課
の

評
価

の
と

お
り

と
す

る
。

国
分

寺
市

地
域

福
祉

計
画

実
施

計
画

（
平

成
2

7
～

2
9

年
度

）
達

成
状

況
一

覧

福
祉

の
総

合
的

な
相

談
窓

口
の

体
制

整
備

福
祉

の
総

合
的

な
相

談
窓

口
の

体
制

整
備

共
に

支
え

る
地

域
づ

く
り

１

担
当

課
の

評
価

の
と

お
り

と
す

る
。

（
２

）
福

祉
ニ

ー
ズ

へ
の

総
合

的
・

専
門

的
な

対
応

の
仕

組
み

づ
く

り
地

域
福

祉
課

福
祉

保
健

部
・

子
ど

も
家

庭
部

の
各

課
Ｃ

地
域

福
祉

を
担

う
人

材
の

育
成

と
活

用
（

１
）

担
当

課
の

評
価

の
と

お
り

と
す

る
。

委
員

会
評

価
基

本
目

標

生
活

困
窮

者
へ

の
自

立
支

援
（

５
）

生
活

困
窮

者
へ

の
自

立
支

援
２

暮
ら

し
を

支
え

る
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

（
４

）

重 点 施 策 ・ テ ー マ

（
１

）
地

域
福

祉
の

担
い

手
の

育
成

具
体

的
施

策
事

業
名

（
主

な
取

組
）

（
３

）

担
当

課
関

連
す

る
課

３
箇

年
の

達
成

状
況

評
価

国
分

寺
市

職
員

地
域

参
加

促
進

事
業

２
暮

ら
し

を
支

え
る

サ
ー

ビ
ス

の
充

実

施
策

の
柱

地
域

福
祉

計
画

に
お

け
る

位
置

付
け
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国
分

寺
市

地
域

福
祉

計
画

実
施

計
画

（
平

成
2

7
～

2
9

年
度

）
達

成
状

況
評

価
総

括
表

３
箇

年
の

達
成

状
況

評
価

件
数

備
考

Ａ
：

目
標

以
上

に
達

成
し

た
5

●
地

域
福

祉
推

進
協

議
会

に
つ

い
て

は
，

平
成

2
7

年
度

に
設

置
し

，
参

加
委

員
数

も
増

え
，

地
域

福
祉

の
担

い
手

と
な

る
方

々
の

情
報

交
換

や
情

報
共

有
の

場
と

し
て

定
着

し
て

き
た

。
委

員
は

，
自

ら
で

き
る

地
域

福
祉

の
活

動
目

標
を

定
め

，
活

動
し

，
達

成
す

る
こ

と
で

地
域

福
祉

の
推

進
に

寄
与

し
た

。
●

地
域

包
括

ケ
ア

の
推

進
に

つ
い

て
は

，
各

分
野

で
地

域
の

社
会

資
源

を
結

び
つ

け
る

新
た

な
会

議
体

を
立

ち
上

げ
，

課
題

の
解

決
に

取
り

組
み

，
相

談
・

支
援

体
制

を
強

化
す

る
と

と
も

に
，

顔
の

見
え

る
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

築
い

た
。

●
自

立
相

談
支

援
事

業
（

相
談

）
に

つ
い

て
は

，
相

談
者

が
自

己
の

抱
え

る
課

題
に

つ
い

て
早

期
に

相
談

で
き

る
機

関
を

知
り

，
解

決
へ

の
行

動
を

取
れ

る
よ

う
に

す
る

た
め

，
３

年
間

を
か

け
て

事
業

周
知

及
び

関
係

機
関

と
の

連
携

を
図

っ
た

。
そ

の
結

果
，

毎
年

度
新

規
相

談
件

数
は

増
加

し
，

最
終

年
度

に
は

目
標

を
達

成
し

た
。

●
自

立
相

談
支

援
事

業
（

支
援

）
に

つ
い

て
は

，
対

象
者

の
状

況
に

応
じ

た
個

別
支

援
計

画
を

作
成

し
，

自
立

支
援

を
行

っ
た

。
支

援
調

整
会

議
で

は
主

に
個

別
支

援
計

画
の

適
切

性
を

協
議

し
，

個
別

に
関

係
機

関
と

の
情

報
共

有
及

び
連

携
を

図
っ

た
。

●
庁

内
連

絡
会

議
の

設
置

に
つ

い
て

は
，

管
理

職
が

参
加

す
る

庁
内

連
絡

会
の

中
に

事
務

担
当

者
が

参
加

す
る

進
行

管
理

部
会

を
設

置
し

，
庁

内
関

係
課

及
び

自
立

相
談

支
援

機
関

と
の

情
報

共
有

及
び

連
携

が
図

ら
れ

た
。

Ｂ
：

お
お

む
ね

達
成

し
た

9

●
国

分
寺

市
職

員
地

域
参

加
促

進
事

業
に

つ
い

て
は

，
地

域
イ

ベ
ン

ト
情

報
を

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

及
び

イ
ン

ト
ラ

掲
示

板
等

に
掲

載
し

，
強

制
感

の
な

い
情

報
提

供
と

呼
び

か
け

を
行

い
，

職
員

個
人

の
自

主
的

な
参

加
に

つ
な

が
っ

た
。

●
避

難
行

動
要

支
援

者
へ

の
支

援
に

つ
い

て
は

，
周

知
及

び
運

用
を

適
切

に
行

っ
た

。
●

住
居

確
保

給
付

金
支

給
事

業
に

つ
い

て
は

，
対

象
者

が
事

業
利

用
中

に
常

用
就

職
に

結
び

つ
く

よ
う

支
援

を
行

い
，

住
居

の
確

保
が

図
ら

れ
た

。
支

援
期

間
中

の
常

用
就

職
者

数
は

毎
年

度
増

加
し

て
お

り
，

早
期

の
就

労
に

よ
る

自
立

に
つ

な
が

っ
た

。
●

学
習

支
援

事
業

に
つ

い
て

は
，

平
成

2
8

年
度

に
無

料
学

習
塾

１
箇

所
を

新
規

開
設

し
，

事
業

周
知

を
工

夫
し

た
こ

と
等

に
よ

り
，

利
用

者
数

が
毎

年
度

増
加

し
，

生
活

困
窮

世
帯

や
生

活
保

護
世

帯
の

子
ど

も
へ

の
学

習
支

援
体

制
が

整
い

つ
つ

あ
る

。

Ｃ
：

目
標

を
下

回
っ

た
1

●
福

祉
の

総
合

的
な

相
談

窓
口

の
体

制
整

備
に

つ
い

て
は

，
相

談
対

応
の

現
状

や
様

々
な

視
点

で
の

要
望

を
把

握
し

，
検

討
を

進
め

た
が

，
整

備
に

は
至

ら
な

か
っ

た
。

一
方

，
市

の
相

談
窓

口
の

レ
イ

ア
ウ

ト
変

更
及

び
庁

内
連

携
に

関
す

る
検

討
を

行
い

，
庁

内
の

相
談

支
援

体
制

の
整

備
に

一
定

の
成

果
が

得
ら

れ
た

。

Ｄ
：

実
施

し
な

か
っ

た
0

評
価

が
馴

染
ま

な
い

1
●

職
員

の
地

域
参

加
の

達
成

状
況

評
価

に
つ

い
て

は
，

職
員

個
人

の
自

主
的

な
参

加
を

促
す

も
の

で
あ

り
，

一
律

に
計

画
と

し
て

の
評

価
を

す
る

こ
と

に
は

課
題

が
あ

る
た

め
，

評
価

が
馴

染
ま

な
い

。
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Ｃ
：

目
標

を
下

回
っ

た
事

業
一

覧

具
体

的
施

策
事

業
名

（
主

な
取

組
）

事
業

概
要

（
取

組
内

容
）

目
標

（
平

成
2

9
年

度
）

実
績

（
平

成
2

9
年

度
）

担
当

課
評

価
に

対
す

る
市

の
考

え
方

重
点

施
策

・
テ

ー
マ

（
３

）
福

祉
の

総
合

的
な

相
談

窓
口

の
体

制
整

備

福
祉

の
総

合
的

な
相

談
窓

口
の

体
制

整
備

昨
今

の
経

済
情

勢
や

核
家

族
化

，
少

子
高

齢
化

な
ど

か
ら

，
相

談
内

容
は

複
雑

多
岐

に
わ

た
り

，
複

合
的

な
課

題
を

抱
え

た
相

談
者

が
増

え
て

い
る

。
そ

の
た

め
，

相
談

窓
口

の
あ

り
方

に
つ

い
て

，
様

々
な

視
点

か
ら

の
要

望
が

あ
り

，
総

合
的

な
相

談
窓

口
の

体
制

整
備

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。
様

々
な

課
題

と
，

こ
れ

ま
で

の
検

討
経

過
を

踏
ま

え
，

市
民

が
安

心
し

て
相

談
で

き
る

窓
口

の
体

制
を

整
備

す
る

。

●
福

祉
の

総
合

的
な

相
談

窓
口

が
整

備
さ

れ
，

そ
の

周
知

が
な

さ
れ

て
い

る
。

●
相

談
窓

口
で

安
心

し
て

相
談

で
き

て
い

る
。

●
機

構
改

革
の

実
施

に
伴

い
，

第
２

庁
舎

１
階

の
福

祉
保

健
部

及
び

子
ど

も
家

庭
部

の
窓

口
に

つ
い

て
，

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

サ
ー

ビ
ス

が
可

能
な

レ
イ

ア
ウ

ト
に

変
更

し
た

。
●

福
祉

保
健

部
・

子
ど

も
家

庭
部

相
談

支
援

担
当

者
に

お
け

る
業

務
連

絡
会

を
開

催
し

，
総

合
相

談
支

援
フ

ロ
ー

チ
ャ

ー
ト

や
相

談
支

援
業

務
の

連
携

の
た

め
の

仕
組

み
等

，
総

合
相

談
へ

向
け

て
の

検
討

を
行

っ
た

。
●

地
域

に
お

け
る

「
（

仮
称

）
地

域
相

談
窓

口
」

の
試

行
実

施
に

つ
い

て
，

推
進

委
員

会
で

検
討

を
行

っ
た

。

地
域

福
祉

課

●
福

祉
の

総
合

的
な

相
談

窓
口

の
体

制
整

備
に

つ
い

て
は

，
様

々
な

視
点

で
の

要
望

が
あ

り
，

地
域

の
相

談
窓

口
に

つ
い

て
検

討
を

進
め

た
も

の
の

，
ス

ペ
ー

ス
の

問
題

等
の

課
題

が
あ

り
整

備
に

は
至

ら
な

か
っ

た
。

そ
の

た
め

，
目

標
を

下
回

っ
た

と
考

え
て

い
る

。
し

か
し

な
が

ら
，

庁
内

の
相

談
支

援
体

制
の

整
備

と
し

て
は

，
市

の
相

談
窓

口
の

レ
イ

ア
ウ

ト
変

更
を

行
い

，
庁

内
組

織
の

連
携

に
つ

い
て

の
検

討
を

行
う

等
一

定
の

成
果

が
得

ら
れ

た
。

今
後

は
「

（
仮

称
）

相
談

支
援

担
当

者
連

絡
会

」
を

設
置

し
（

平
成

3
0

年
８

月
に

「
国

分
寺

市
相

談
支

援
総

合
調

整
会

議
」

と
し

て
設

置
）

，
試

行
等

の
段

階
を

踏
み

な
が

ら
実

施
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【平成29年度】

重点施策・テーマ（１）地域福祉の担い手の育成

基本目標

施策の柱

事業名
（主な取組）

関連する課

事業概要
（取組内容）

目指すべき方向性

現状

平成26年度

－

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

A

委員会評価

地域福祉計画実施計画評価票

平成29年度

●委員59人より１年間の
活動目標シートを提出して
いただき，委員は各自，又
は選出の団体でそれぞれの
目標に取り組むことで，地
域福祉の推進につながっ
た。年度末には各委員が自
己評価を行った。
●協議会では，目標，自己
評価の情報共有として，事
例発表を行い，地区割を意
識したグループ分けでワー
クショップ型の委員交流を
行った。また，市の評価に
対する意見もワークショッ
プを行い，出していただい
た。
●市は情報共有，交流の場
として推進協議会を開催す
ることで支援につなげた。
協議会は，平成28年６月
28日，10月26日，平成
29年２月15日の計３回実
施した。

●委員64人より１年間の
活動目標シートを提出して
いただき，委員は各自，又
は選出の団体でそれぞれの
目標に取り組むことで，地
域福祉の推進につながっ
た。年度末には各委員が自
己評価を行った。
●協議会では，目標，自己
評価の情報共有として，事
例発表を行い，同業種を意
識したグループ分けでワー
クショップ型の委員交流を
行った。また，市の評価に
対する意見もワークショッ
プを行い，出していただい
た。
●市は情報共有，交流の場
として推進協議会を開催す
ることで支援につなげた。
協議会は，平成29年６月
27日，10月24日，平成
30年２月15日の計３回実
施した。

実績

地域福祉課

地域福祉を推進するためには，その担い手となる，互いに認め合い，支え合える人
づくりが重要である。そのため，市民や各種団体が，自らができる地域福祉を考
え，話し合い，目標を定める場として，「（仮称）地域福祉推進協議会」を設置す
る。地域福祉の担い手となる方々の情報交換や情報共有の場となるとともに，新た
な担い手の育成につなげていく。

「（仮称）地域福祉推進協議会」の設置

担当課

１　共に支える地域づくり

（１）地域福祉を担う人材の育成と活用

「（仮称）地域福祉推進協議会」を設置し，地域の方と一緒に地域福祉の推進のた
めに活動している。

目標

平成28年度 平成29年度平成27年度

●「（仮称）地域福祉推進
協議会」を設置する。
●設置目的等を共有し，地
域福祉の推進の必要性を理
解するための講演会等を行
う。

平成27年度

●各団体からの推薦及び手
挙 げ の 委 員 59 人 に よ る
「地域福祉推進協議会」を
設置した。
●平成28年３月17日に第
１回協議会を開催した。協
議会では，設置目的等を共
通認識とし，次年度に向け
て活動等の取組紹介に対
し，識見者のアドバイザー
による講評を含む講演を行
い，地域福祉推進の必要性
の共通理解を図った。ま
た，地区割を意識したグ
ループ分けでワークショッ
プ型の委員交流を行った。
●平成27年9月末に計画
を策定したため，開催回数
は１回となった。

目標どおり進行している。

評価

平成28年度

●会員は，年度当初に目標
を定め，地域福祉の推進の
ための活動を行い，年度末
に１年間の活動を振り返
り，評価する。そのための
支援・アドバイス等を行
う。

担当課の評価のとおりとする。

担当課の評価のとおりとす
る。

●会員は，年度当初に目標
を定め，地域福祉の推進の
ための活動を行い，年度末
に１年間の活動を振り返
り，評価する。そのための
支援・アドバイス等を行
う。

担当課の評価のとおりとす
る。

目標どおり進行している。

当市で初めて策定された地域福祉計画とともに情報共有，交流の場
として設置された当協議会は，立ち上げから３箇年を経過し参加す
る団体・個人の委員数も着実に増え，つながり合う場所として定着
してきた。委員はそれぞれが自らできる地域福祉の活動目標を定
め，活動し，達成することで様々な分野の地域福祉の推進に寄与し
た。協議会内の発表やグループワーク等で，「異業種の交流により
横のつながりができた」，「ここで得た情報を発信したり自己の活
動につなげたい」，「つながった団体と新しい企画を実施したい」
との意見をいただいている。委員の取組についてのインタビュー記
事を年4回市報やホームページに掲載することで広く周知を図り，新
たな委員の応募につながった。
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【平成29年度】

基本目標

施策の柱

事業名
（主な取組）

関連する課

事業概要
（取組内容）

目指すべき方向性

担当課

現状

平成26年度

－

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

B

委員会評価

全職員を対象に地域の割振りの希望を聞き，職員の割振りを行っ
た。また，地域のイベント情報を職員へ提供することができ，市民
クリーン運動については，受け入れてくださる自治会・町内会等と
の連携により職員参加につなげることができた。
職員参加については，職員個人の自主的な参加を促す必要があるた
め，今後も強制感のない情報提供と呼びかけを行っていきたい。

担当課の評価のとおりとする。

●新入職員や産休等から
復職した職員等の地域の
割振りの希望を聞き，職
員の割振りを行った。
●社会福祉協議会の把握
する地域のイベント情報
をイントラ掲示板に掲示
し，情報提供を行った。
●各課で把握する地域の
イベント情報を庁内で共
有できるよう，庁議にお
いて情報提供を呼びかけ
確認した。

やや取組が遅れている。 目標どおり進行している。

担当課の評価のとおりと
する。

担当課の評価のとおりと
する。

●全職員を地域の市民と
して配置する。また，社
会福祉協議会などが開催
する地域イベントの情報
を地域ごとの職員へ提供
する。

●社会福祉協議会などが
開催する地域イベントの
情報を地域ごとの職員へ
提供する。

●社会福祉協議会などが
開催する地域イベントの
情報を地域ごとの職員へ
提供する。

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●職員の地域の割振りに
ついて，職員が希望する
地域の偏在を確認するた
め，試行的に福祉保健部
の職員を市内19町に割り
振りをした。
●地域のイベント情報を
職員に情報提供するまで
は至らなかった。
●当該事業の実施につい
て ， 関 係 課 と 協 議 を 行
い，実施に向けて準備を
した。

●６月に職員の地域の割
振りの希望を聞き，職員
の割振りを行った。
●社会福祉協議会の把握
する地域のイベント情報
をイントラ掲示板に掲示
し，情報提供を行った。
●各課で把握する地域の
イベント情報を庁内で共
有できるよう，庁議にお
いて情報提供を呼びかけ
確認した。

市職員は「国分寺市民」であることを自覚し，地域行事やイベント等，地域づく
りにかかわる場に積極的に参加することで，地域の市民との絆を強めるとともに
市民目線を養い職員としての資質向上を図る。ひいては，地域福祉の担い手づく
りの支援に寄与する。

市職員が積極的に地域行事やイベント等，地域づくりにかかわり，地域の市民と
の絆が強められ，地域福祉の担い手づくりの支援をしている。

地域福祉課

目標

平成27年度 平成28年度 平成29年度

地域福祉計画実施計画評価票

１　共に支える地域づくり

担当課

地域福祉課・政策経営
課・職員課・協働コミュ
ニティ課・公民館課・図

書館課・市職員（１）地域福祉を担う人材の育成と活用

国分寺市職員地域参加促進事業 各課
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担当課

現状

平成26年度

－

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

B

委員会評価

庁議等を通じて，本事業の実施に向けた庁内連携・調整を実施する
とともに，職員に対し国分寺市自治基本条例上の市民であることの
周知を行い，職員の地域参加を促した。
また，市の一層の活性化と市民サービスの向上を図ることを目的
に，公民連携の推進を進めており，平成29年度内に８つの企業，団
体等と多様な分野にわたる協定を締結した。協定締結を契機とし
て，多数の市民，職員が参加をしたcocobunjiプラザの開館記念イ
ベントへの参加協力なども行われており，今後も連携事業などを通
じて，地域づくり，地域の市民との絆づくりの場の創出に寄与する
ものと考える。

担当課の評価のとおりとする。

●当該事業の実施につい
て，関係課と協議を行う
など，実施に向けての庁
内 連 携 ・ 調 整 に 携 わ っ
た。
● 新 入 職 員 研 修 に お い
て，市職員は国分寺市自
治基本条例上の市民であ
ることを周知し，職員の
地 域 参 加 を 促 し た 。 ま
た，国分寺市自治基本条
例の改正等を踏まえ，ハ
ン ド ブ ッ ク の 改 定 を 行
い ， 全 職 員 に 再 配 布 を
行った。

やや取組が遅れている。 目標どおり進行している。

担当課の評価のとおりと
する。

担当課の評価のとおりと
する。

●事業の庁内連携・調整
の業務を行う。

●事業の庁内連携・調整
の業務を行う。

●事業の庁内連携・調整
の業務を行う。

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●当該事業の実施につい
て ， 関 係 課 と 協 議 を 行
い，実施に向けて準備を
した。

●当該事業の実施につい
て，関係課と協議を行う
など，実施に向けての庁
内 連 携 ・ 調 整 に 携 わ っ
た。
また，新入職員研修にお
いて，市職員は国分寺市
自治基本条例上の市民で
あることを周知し，職員
の地域参加を促した。

政策経営課

目標

平成27年度 平成28年度 平成29年度

7



担当課

現状

平成26年度

－

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

B

委員会評価

国分寺市人材育成推進委員会では，職員の地域参加について，研修
に位置付けて実施していくという結論には至らなかった。しかし，
市の実情を知り，市民の声を聴くことで，市民に寄り沿う姿勢を養
うという点で，職員として必要な取組であるという認識であり，継
続して実施計画に位置付けることができた。

担当課の評価のとおりとする。

●国分寺市人材育成推進
委員会では，引き続き市
職員の地域参加を研修の
一環として取り組めるか
検討をしたが，研修に位
置付けるという結論には
至らなかった。
「平成30年度人材育成実
施計画」の「ボランティ
ア等職場外活動情報の提
供」の項目に，「地域イ
ベント等へ可能な範囲で
参加する」旨の記載を継
続 し ， 職 員 の 自 主 性 と
ワーク・ライフ・バラン
スの推進を引き続き推奨
した。

やや取組が遅れている。 目標どおり進行している。

担当課の評価のとおりと
する。

担当課の評価のとおりと
する。

●市職員の地域参加(現場
体験等）を研修の一環と
して取り組めるか，国分
寺市人材育成推進委員会
にて検討する。

●検討を踏まえ，実施す
る。

●検討を踏まえ，実施す
る。

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●国分寺市人材育成推進
委員会では，市職員の地
域参加を研修の一環とし
て取り組めるか，検討は
できていないが，人材育
成基本方針に位置付けら
れている「ボランティア
等職場外活動の奨励」に
関連して，「平成28年度
人 材 育 成 実 施 計 画 」 の
「ボランティア等職場外
活動情報の提供」の項目
に地域イベント等に参加
する旨を記載した。

●国分寺市人材育成推進
委員会では，引き続き市
職員の地域参加を研修の
一環として取り組めるか
検討をした。
「平成29年度人材育成実
施計画」の「ボランティ
ア等職場外活動情報の提
供」の項目に，「地域イ
ベント等へ可能な範囲で
参加する」旨を記載し，
職員の自主性とワーク・
ライフ・バランスの推進
を推奨した。

職員課

目標

平成27年度 平成28年度 平成29年度
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担当課

現状

平成26年度

－

協働コミュニティ課

各年度末までの
進捗状況評価

３箇年の達成状況
評価

B

公民館課

各年度末までの
進捗状況評価

３箇年の達成状況
評価

B

公民館全館で，地域の市民・学校及び市民活動団体の地域行事やイ
ベント等の情報提供を，イントラ掲示板に掲載等し，図書館と連携
し行ってきた。また，公民館課職員に対し地域行事やイベントへの
参加を促し，参加している。
今後さらに情報提供に努める。

やや取組が遅れている。 目標どおり進行している。

地域センターまつりや市民活動フェスティバルなど，地域住民や市
民活動団体等のイベント開催情報を発信することで，市職員が地域
とかかわる機会の創出に寄与した。

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●公民館３館（本多・も
とまち・並木）で「地域
会議」「地域のひろば」
を開催し，地域の市民・
学校及び市民活動団体と
地域行事やイベント等の
情報交換を行い，公民館
課職員は地域行事やイベ
ントへ参加した。
●公民館課内では地域イ
ベントの情報共有を行っ
た が ， 「 地 域 ご と の 職
員」が定まっていないた
め，全職員に対しては情
報提供を行っていない。

●公民館３館（本多・も
とまち・並木）で「地域
会議」「地域のひろば」
を開催し，地域の市民・
学校及び市民活動団体と
地域行事やイベント等の
情報交換を行い，公民館
課職員は地域行事やイベ
ントへ参加した。
●公民館課内では地域イ
ベントの情報共有を行う
とともに，イントラ掲示
板に掲載し，情報提供を
行った。

●公民館３館（本多・も
とまち・並木）で「地域
会議」「地域のひろば」
を開催し，地域の市民・
学校及び市民活動団体と
地域行事やイベント等の
情報交換を行い，公民館
課職員は地域行事やイベ
ントへ参加した。
●公民館課内では地域イ
ベントの情報共有を行う
とともに，イントラ掲示
板に掲載等し，図書館課
と 連 携 し て 情 報 提 供 を
行った。

●地域センターまつりや
市民活動フェスティバル
など，市民活動団体等の
イベント開催情報をとり
ま と め ， 市 民 活 動 セ ン
ター等のホームページ及
びイントラ掲示板に掲載
し，情報提供を行った。

やや取組が遅れている。 目標どおり進行している。

●地域や市民活動団体の
イベント開催情報を取り
まとめ，地域ごとの職員
へ提供する。

●地域や市民活動団体の
イベント開催情報を取り
まとめ，地域ごとの職員
へ提供する。

●地域や市民活動団体の
イベント開催情報を取り
まとめ，地域ごとの職員
へ提供する。

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●地域センターまつりや
市民活動フェスティバル
など，市民活動団体等の
イベント開催情報をとり
ま と め ， 市 民 活 動 セ ン
タ ー 等 の ホ ー ム ペ ー ジ
で，職員をはじめ広く提
供したが，「地域ごとの
職員」が定まっていない
ため，情報提供は行って
いない。

●地域センターまつりや
市民活動フェスティバル
など，市民活動団体等の
イベント開催情報をとり
ま と め ， 市 民 活 動 セ ン
ター等のホームページ及
びイントラ掲示板に掲載
し，情報提供を行った。

協働コミュニティ課・公民館課・図書館課

目標

平成27年度 平成28年度 平成29年度
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図書館課

各年度末までの
進捗状況評価

３箇年の達成状況
評価

B

３箇年の達成状況
委員会評価

担当課の評価のとおりとする。

やや取組が遅れている。 目標どおり進行している。

担当課の評価のとおりと
する。

担当課の評価のとおりと
する。

協働コミュニティ課・公民館課・図書館課の各評価を踏まえての委員会評価

各図書館で，公民館と連携し学校及び市民活動団体の地域行事やイ
ベント等の情報を掲示板等に掲載して情報提供を行ってきた。
今後も公民館課と連携して情報提供等を行っていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度
各年度末までの

進捗状況
委員会評価

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●図書館課職員は，公民
館課職員とともに地域行
事 や イ ベ ン ト へ 参 加 し
た。
●図書館課内では地域イ
ベントの情報共有を行っ
た が ， 「 地 域 ご と の 職
員」が定まっていないた
め，全職員に対しては情
報提供を行っていない。

●図書館課職員は，公民
館課職員とともに地域行
事 や イ ベ ン ト へ 参 加 し
た。
●図書館課内では地域イ
ベントの情報共有を行う
とともに，公民館課と連
携 し て 情 報 提 供 を 行 っ
た。

●図書館課職員は，公民
館課職員とともに地域行
事 や イ ベ ン ト へ 参 加 し
た。
●図書館課内では地域イ
ベントの情報共有を行う
とともに，公民館課と連
携 し て 情 報 提 供 を 行 っ
た。
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担当課

現状

平成26年度

－

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

委員会評価

職員参加の達成状況を評価するにあたっては，職員個人の自主的な
参加を促すものであり，強制感のない実績把握を必要とするため，
調査を簡易なかたちで実施することで参加人数のみを把握した。た
だし，個人により積極的に参加している職員とそうでない職員がい
る中で，一律に計画としての評価をすることには課題があり，現時
点としては評価が馴染まない。今後については評価方法等の検討を
行っていきたい。

評価が馴染まない。

●地域イベントには261
人 が 参 加 し た 。 そ の う
ち，市民クリーン運動に
ついては，庁議やイント
ラ掲示板にて呼びかけた
結果33人が参加し，地域
の方や参加した職員から
も好評であった。

職員一人ひとりの自主的
な参加状況のため，実績
把握が困難であり，評価
が馴染まない。

職員一人ひとりの自主的
な参加状況のため，実績
把握が困難であり，評価
が馴染まない。

職 員 の 地 域 参 加 の 在 り
方 ， ま た 参 加 状 況 の 把
握，評価方法等の検討を
要する。

目標の設定が自主的な参
加を促すものであり，評
価をすることに馴染まな
い。

● 地 域 行 事 や イ ベ ン ト
等，地域づくりにかかわ
る 場 に 積 極 的 に 参 加 す
る。

● 地 域 行 事 や イ ベ ン ト
等，地域づくりにかかわ
る 場 に 積 極 的 に 参 加 す
る。

● 地 域 行 事 や イ ベ ン ト
等，地域づくりにかかわ
る 場 に 積 極 的 に 参 加 す
る。

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

市職員

目標

平成27年度 平成28年度 平成29年度
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【平成29年度】

重点施策・テーマ（２）地域包括ケアの推進

基本目標

施策の柱

事業名
（主な取組）

関連する課

事業概要
（取組内容）

目指すべき方向性

現状

平成26年度

● 高 齢 者 ， 障 害
者，子どもの分野
での様々な専門機
関や団体等がそれ
ぞれの役割を発揮
し，地域の社会資
源として活躍して
いる。

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

A

委員会評価

地域の社会資源を結びつけることのできる会議等の取組を庁内各所
管において実施することにより，地域の多分野・多職種の関係機関
等のネットワークが構築され，より緊密な連携体制が強化された。
だれもが自分らしく暮らし続けられる地域づくりを目指すため，こ
れからも重層的なネットワークの構築を進めていきたい。
次期実施計画においては総合ビジョンに沿って各課個別に目標を設
定しており，今後は課ごとに単年度の進捗状況評価，３箇年の達成
状況評価を行う予定である。

担当課の評価のとおりとする。

目標どおり進行している。 目標どおり進行している。

担当課の評価のとおりとす
る。

担当課の評価のとおりとす
る。

●各分野で地域の様々な社
会資源の現状把握を行い，
地域の様々な専門機関や団
体等との相互の連携を図
り，ネットワークを築いて
いる。

※各課の取組は別紙を参照

（１）必要な福祉サービスが利用できる
仕組みづくり

地域福祉計画実施計画評価票

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

地域包括ケアの推進

●各分野では地域の様々な
社会資源を結び新たな会議
体を立ち上げたり，交流の
場や集いの場を設けたりす
るなど，既存の団体等も含
め，現状把握に努めた。
●各分野では様々な会議体
を通して課題の共有を図
り，相談・支援体制を引き
続き実施するとともに，連
携を強化し，ネットワーク
を築いた。

※各課の取組は別紙を参照

●各分野では立ち上げた会
議体を効果的に開催し，運
営の充実を図った。様々な
会議体を通して課題の解決
に取り組み，相談・支援体
制を強化するとともに，顔
の見えるネットワークを築
いた。
●各分野では養成研修を開
催し多様な担い手による
サービスを実施したり，広
報活動の充実により相談件
数を増やし必要な支援につ
なげた。

※各課の取組は別紙を参照

地域福祉課

福祉保健部・子ども家庭部
の各課

●地域の様々な社会資源を
結びつけるための現状把握
をする。

子どもから高齢者まで，障害のある方もない方も，地域で自分らしく暮らし続け
られるよう，適切な支援を切れ目なく提供することのできる，地域包括ケアを推
進する。そのためには，地域の様々な専門機関や団体等（民生委員・児童委員，
自治会・町内会など）との相互の連携を図り，支援を必要としている方と支援し
たい方をつなげられるよう，重層的なネットワークを築き，地域を支える基盤を
強化する。

●地域の様々な社会資源を
結びつけるための現状把握
をする。
●地域の様々な社会資源を
結びつけるための会議を開
催し，連携のあり方を検討
する。

担当課

２　暮らしを支えるサービスの充実

●地域の様々な社会資源を
結びつけるための会議を開
催し，連携のあり方を検討
しつつ，ネットワークの構
築が進められている。

平成27年度

地域の様々な専門機関や団体等との相互の連携を図り，重層的なネットワークを
築けるよう，調整が図られている。

目標

平成28年度 平成29年度
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【平成29年度】

重点施策・テーマ（２）地域包括ケアの推進

　関連する各課の取組

【地域福祉課】

【障害福祉課】

【健康推進課】

平成29年度実績

地域福祉計画実施計画評価票　別紙

●市民や各種団体が，自らができる地域福祉を考え，目標を定め，実行する「地
域福祉推進協議会」を年３回実施した。推進協議会を通じて委員同士の交流を図
り，地域包括ケアの下地となるネットワークづくりができた。

●障害福祉の計画的かつ総合的な推進を図るため，当事者も含めた関係者で構成
される障害者施策推進協議会を年５回実施した。
●地域における障害福祉に関する関係者による連携，課題の共有及び支援の体制
に関する協議を行うため，地域自立支援協議会を全体会年３回，専門部会年11回
実施した。
就労支援部会において，「地域の就労支援機関と医療機関の連携による精神障害
者の就労促進に関する意見交換会」を１回実施，精神保健福祉部会において「民
生児童委員との意見交換会」を１回実施した。
●基幹相談支援センターを設置し，総合的な相談支援を行うとともに，地域の相
談支援事業者の人材育成（研修・事例検討会の開催等）や関係機関との連絡体制
の構築を行った。
●相談支援や地域住民との交流の場として，地域活動支援センターⅠ型事業所３
箇所の運営を行った。
●障害者就労支援センターを設置し，運営委員会において効果的な支援のあり方
の検討や，職場開拓，就労支援ネットワークの構築を図った。また，地域開拓促
進コーディネーターを配置し，障害者が一般就労へ移行できるよう様々な働きか
けを行った。
●これらの取組により，地域の関係機関等のネットワークが構築され，より緊密
な連携体制が整備された。

●歯科医療連携推進事務事業
・かかりつけ歯科医を探すことが困難な障害者や在宅要介護者等が，歯科疾患の
予防や進行を防ぐため，歯や口の状態について相談できるように，必要に応じて
身近な地域の歯科医療機関へつなげた（歯科相談:128件，うち歯科医療連携数:５
件）。
・健康推進課主催・歯科医師会企画で口腔ケアのスキルを学ぶテーマで，医師・
歯科医師・歯科衛生士・看護師・ケアマネジャー・ヘルパー等，介護・福祉関係
者と市職員を対象とした歯科医療連携推進に係る講演会を実施した。また小児在
宅歯科医療をテーマとした同講演会も実施し，地域の在宅歯科医療の知識を深め
た（年2回）。
●４師会（医師会・歯科医師会・薬剤師会・柔道整復師会）との懇談会
市４師会との懇談会に市長・福祉保健部管理職員が出席し，地域の現状について
情報共有や意見交換を行い連携を図ることで，地域住民に効果的な福祉保健施策
の検討ができた。
●出前講座
住民組織等の依頼により，地域のまつり・勉強会に管理栄養士及び保健師が参加
し，世代を超えた対象者へ，食生活を通した健康習慣等について伝えることがで
きた。
また，地域包括支援センター等の住民向け講座に講師として出務し，世代に合わ
せた健康づくりの情報の提供を行った。
●これらの取組により，医療や健康に関することの意識啓発を図るとともに，関
係機関等との地域連携を強化した。
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【高齢福祉課】

【子育て相談室】

●介護予防・日常生活支援総合事業において，多様な担い手によるサービスを実
施した。第１層の協議体として「国分寺市生活支援・介護予防サービス整備推進
会議」を開催し，事業の体系づくり，介護サービス事業者の動向等，事業の進捗
状況の把握を行った。また，制度を支える担い手の養成として，生活支援隊・介
護予防応援隊養成研修を２回，フォローアップ研修を１回開催した。
●地域づくりによる介護予防推進支援事業では，介護予防を目的とした運動を行
う住民運営の「集いの場」づくりの支援を行い，住民主体による介護予防活動の
拡大につながった（21グループ・約350人）。
●地域の課題把握とその課題解決に向けて，地域ケア会議，東西小地域ケア会
議，３専門部会を各３回実施し（計18回），地域住民団体，関係団体とのネット
ワーク構築につながった。また，第７期の地域ケア会議開催に向けて，主任介護
支援専門員を対象に研修会を開催し，自立支援に資するケアプラン作成や地域の
ケアマネジメント支援についての理解を深めた。

●市内には，乳児とその保護者が交流でき子育て支援ができる場が公設民設合わ
せて40か所ある。このうちの８か所の事業所と協定を結び，月１回国分寺子ど
も・子育て支援円卓会議を開催した。これにより，地域の子育て支援ネットワー
クとして，連携が深まった。
●市内を３地区に分け，各地区担当のスタッフが地区内の親子ひろばを中心に巡
回を行い連携を図った。また，地区ごとに連絡会をそれぞれ３回開催し，さらに
連携強化のため，各地区担当の巡回スタッフが集まって行う３地区拠点親子ひろ
ば連絡会を11回実施した。
●子ども家庭支援センターの児童虐待防止事業として，関係機関との連絡会を定
期開催し，ネットワークを強化した。
●要保護児童対策地域協議会の代表者・実務者本会議を年１回，実務者会議進行
管理部会を年４回実施し，要保護児童についてケースごとの方針を関係機関と定
期的に検討できた。警察・保健所・医師会・歯科医師会・助産師会なども参加し
ていただくことで，多面的な観点で支援を検討した。
●こどもの発達センターつくしんぼが相談支援事業所として，新規に利用計画を
作成した件数は平成29年度は62件，次年度への継続利用件数は137件となっ
た。
●発達について不安を抱えている保護者のつくしんぼへの初回相談件数は，平成
29年度は就学前120件，就学後29件，合計149件であった。４割弱が保健セン
ターとの連携によりつながっており，ネットワークが築け，必要なサービスにつ
なぐことができた。また，ホームページ等によりつながるケースが３割弱となっ
ており，広報活動が充実してきた。
●これらの取組により，関係機関等とのネットワークを築き，必要なサービスに
つなげるとともに，連携を強化した。
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【平成29年度】

重点施策・テーマ（３）福祉の総合的な相談窓口の体制整備

基本目標

施策の柱

事業名
（主な取組）

関連する課

事業概要
（取組内容）

目指すべき方向性

現状

平成26年度

● 高 齢 者 ， 障 害
者，子どもなどそ
れぞれの分野で相
談業務を行ってお
り，必要に応じて
連携をとりながら
対応している。

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

C

委員会評価

●地域福祉計画実施計画に
相談窓口の一覧表を掲載
し，周知の一つとした。
●地域福祉計画の策定に当
たり収集した市民意見のう
ち，総合相談窓口に関する
意見を報告書にまとめた。
●総合相談窓口の先進市の
状況を視察した。
●厚生労働省が検討してい
る「一体的相談支援・サー
ビス提供」についての勉強
会を持ち，総合相談窓口の
あり方について，福祉保健
部職員の共通認識を図っ
た。
●様々な検討材料を用い，
検討の端緒とした。

福祉の総合的な相談窓口の体制整備

地域福祉計画実施計画評価票

担当課の評価のとおりとする。

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

担当課

●平成29年度からの機構
改革の実施に伴い，第２庁
舎１階の福祉保健部及び子
ども家庭部の窓口の在り方
について，ワンストップ
サービスが可能となるよう
なレイアウトに変更するこ
とを決定した。
●地域における「（仮称）
地域相談窓口」の試行実施
について，推進委員会で検
討を開始した。

●機構改革の実施に伴い，
第２庁舎１階の福祉保健部
及び子ども家庭部の窓口に
ついて，ワンストップサー
ビスが可能なレイアウトに
変更した。
●福祉保健部・子ども家庭
部相談支援担当者における
業務連絡会を開催し，総合
相談支援フローチャートや
相談支援業務の連携のため
の仕組み等，総合相談へ向
けての検討を行った。
●地域における「（仮称）
地域相談窓口」の試行実施
について，推進委員会で検
討を行った。

地域福祉課

福祉保健部・子ども家庭部
の各課

昨今の経済情勢や核家族化，少子高齢化などから，相談内容は複雑多岐にわたり，
複合的な課題を抱えた相談者が増えている。そのため，相談窓口のあり方につい
て，様々な視点からの要望があり，総合的な相談窓口の体制整備が求められてい
る。様々な課題と，これまでの検討経過を踏まえ，市民が安心して相談できる窓口
の体制を整備する。

２　暮らしを支えるサービスの充実

（２）福祉ニーズへの総合的・専門的な
対応の仕組みづくり

福祉の総合的な相談窓口の体制整備については，様々な視点での要
望があり，地域の相談窓口について検討を進めたものの，スペース
の問題等の課題があり整備には至らなかった。しかしながら，庁内
の相談支援体制の整備としては，市の相談窓口のレイアウト変更を
行い，庁内組織の連携についての検討を行う等一定の成果が得られ
た。これらを布石として，今後は「（仮称）相談支援担当者連絡
会」を設置し（平成30年８月に「国分寺市相談支援総合調整会議」
として設置），試行等の段階を踏みながら地域の相談窓口を実施で
きるよう検討を進めていきたい。

平成27年度

●それぞれの相談窓口の現
状を把握し，現在ある窓口
の周知を徹底する。
●福祉の総合的な相談窓口
のあり方を検討する。

福祉の総合的な相談窓口の体制が整備され，市民の方が安心して相談することがで
きている。

目標

平成28年度 平成29年度

●福祉の総合的な相談窓口
のあり方を検討する。
●検討した相談窓口の整備
をする。

●福祉の総合的な相談窓口
が整備され，その周知がな
されている。
●相談窓口で安心して相談
できている。

目標どおり進行している。 やや取組が遅れている。

担当課の評価のとおりとす
る。

担当課の評価のとおりとす
る。
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【平成29年度】

重点施策・テーマ（４）避難行動要支援者（災害時要援護者）への支援

基本目標

施策の柱

事業名
（主な取組）

関連する課

事業概要
（取組内容）

目指すべき方向性

現状

平成26年度

●制度が周知され，
申請による名簿登録
が行われている。
●介護や障害で名簿
登録の必要性が高い
人 の 情 報 が 共 有 さ
れ，職権による登録
が行われている。
●地域の支援者との
連携が図られ，新た
な支援者を確保する
取 組 が な さ れ て い
る。

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

B

委員会評価

平成27年度に法に基づく新たな制度への移行を行い，新制度の周知
及び運用を適切に行った。個別計画については，その対象者や運用
に向けた課題が多く，都や他自治体の先行事例を参考に策定中であ
る。

震災等の災害が発生した際，本人または家族の支援のみでは避難が困難な方を名簿
に登録する。平常時から名簿を地域の支援者に提供し，支援者は登録者の所在や状
況を把握しておく。災害発生時には，支援者は速やかに登録者の安否確認や避難の
介助等を実施する。

●市報等の制度周知を通
じ，申請による名簿登録が
行われた。
●民生委員等の支援者や，
障害者当事者団体等の名簿
登録者に対し，防災訓練等
を通じ制度の周知を図っ
た。
●要件を満たす市民を職権
登録し，情報提供同意の勧
奨を行った。
●防災訓練により，民生委
員と市職員との連携を確認
した。
●都の説明会に参加し，個
別計画の策定手順や課題に
ついて情報収集した。

地域福祉計画実施計画評価票

担当課の評価のとおりとする。

避難行動要支援者（災害時要援護者）へ
の支援

担当課 地域福祉課

防災安全課・高齢福祉課・
障害福祉課

平成27年度

平成28年度

３　安心して暮らせる環境づくり

（２）市民生活の安全安心の向上

●制度が周知され，申請に
よる名簿登録が行われてい
る。
●介護や障害で名簿登録の
必要性が高い人の情報が共
有され，職権による登録が
行われている。
●地域の支援者との連携が
図られ，新たな支援者を確
保する取組がなされてい
る。
●個別計画の策定が進めら
れている。

平成29年度

●制度が周知され，申請に
よる名簿登録が行われてい
る。
●介護や障害で名簿登録の
必要性が高い人の情報が共
有され，職権による登録が
行われている。
●地域の支援者との連携が
図られ，新たな支援者を確
保する取組がなされてい
る。
●個別計画の策定に向けた
準備が進められている。

目標どおり進行している。 目標どおり進行している。

担当課の評価のとおりとす
る。

担当課の評価のとおりとす
る。

制度が適切に運用され，災害時における登録者の安否確認・避難介助等の体制が整
備されている。

目標

平成28年度 平成29年度

●災害対策基本法の改正に
伴い，現制度を発展させた
新制度が制定されている。
●新制度について周知がな
されている。
●新制度の運用が適切に行
われている。

平成27年度

評価

実績

●新たに法改正に対応した
「国分寺市避難行動要支援
者登録制度実施要綱」を制
定し，運用を開始した。
●名簿に登録された全員に
対し，制度変更の通知と同
意勧奨を行い，制度周知を
図った。
●市民・支援者・庁内に向
けたマニュアルを整備し，
適切な運用ができるよう準
備した。

●市報等の制度周知を通
じ，申請による名簿登録が
行われた。
●民生委員等の支援者や，
障害者当事者団体等の名簿
登録者に対し，防災訓練等
を通じ制度の周知を図っ
た。
●要件を満たす市民を職権
登録し，情報提供同意の勧
奨を行った。
●防災訓練により，民生委
員と市職員との連携を確認
した。
●都の説明会に参加し，個
別計画の策定手順や課題に
ついて情報収集した。
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【平成29年度】

（５）生活困窮者への自立支援

基本目標

施策の柱

事業名
（主な取組）

関連する課

事業概要
（取組内容）

目指すべき方向性

現状

平成26年度

●新規相談件数
　107件

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

A

委員会評価

相談者が自己の抱える課題について早期に相談できる機関を知り，
解決に向けた行動ができるようにするために，３年間をかけて事業
の周知，関係機関との連携を図った。その結果，毎年度新規相談件
数は増加しており，最終年度には目標を達成することができた。今
後も関係機関とのさらなる連携に努めるとともに，事業の周知方法
の工夫を図り，生活困窮者の早期把握に努めていく。

●新規相談件数　188件
相談業務は「自立生活サ
ポートセンターこくぶん
じ」（社会福祉協議会）
において，専門性を生か
し適切に実施され，目標
値には達していないが，
前年度に比べて相談件数
は大幅に増加している。
市報・ホームページ，実
施機関広報紙等による事
業の周知が進んだ結果と
いえるが，さらに関係機
関との連携を強めていく
必要がある。

平成27年度

地域福祉計画実施計画評価票

担当課の評価のとおりとする。

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●新規相談件数
　240件

●新規相談件数　208件
目標値には達していない
が，相談件数は前年度と
比較して増加した。
市報・ホームページ，実
施機関広報紙等による事
業周知に加え，庁内関係
課や関係機関との連携が
進んだ結果であり，引き
続き事業周知に努めてい
く必要がある。

●新規相談件数　244件
市報・ホームページ，実
施機関広報紙等による事
業周知を前年度に引き続
き実施した。また，庁内
関係課や関係機関との連
携強化を図った結果，相
談件数が増加した。
新規相談件数のうち，個
別支援計画を作成した件
数は50件。計画作成前に
関係機関につなげて，支
援終了となる場合もあっ
た。

自立相談支援事業（相談）

担当課 生活福祉課

目標に向かって順調に進行
している。

目標に向かって順調に進行
している。

担当課の評価のとおりと
する。

担当課の評価のとおりと
する。

各課

生活保護の前段階にある生活困窮者が抱える複合的な課題に包括的かつ一元的に
対応する自立相談支援機関を設置し，庁内関係課及び地域の関係機関と連携し，
支援を必要とする生活困窮者の把握に努めて，窓口又は自宅訪問等により，相談
を受け付ける。

２　暮らしを支えるサービスの充実

（４）生活困窮者への自立支援

●新規相談件数
　240件

庁内関係課及び地域の関係機関と連携し，支援を必要とする生活困窮者の把握に
努めて，早期に自立相談支援機関において相談を受け付け，相談者が抱える課題
が整理されている。

目標

平成28年度 平成29年度

●新規相談件数
　240件
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【平成29年度】

基本目標

施策の柱

事業名
（主な取組）

関連する課

事業概要
（取組内容）

目指すべき方向性

現状

平成26年度

●個別支援計画
　作成件数18件

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

A

委員会評価

地域福祉計画実施計画評価票

担当課の評価のとおりとする。

目標に向かって順調に進行
している。

目標どおり進行している。

担当課の評価のとおりと
する。

昨年度の実績値を大幅に
上回る実績であり，目標
以上に進行している。

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●個別支援計画
　作成件数42件
新規相談件数188件のう
ち42件が個別支援計画作
成に結びついており，前
年度と比較して作成件数
も増加している。個別の
ケースに応じた幅広い支
援 内 容 の 計 画 が 作 成 さ
れ，計画に基づき適切な
支援が実施されている。
関係機関との連携を強め
るため，支援調整会議に
ついて整備していく必要
がある。

２　暮らしを支えるサービスの充実

（４）生活困窮者への自立支援

自立相談支援事業（支援）

担当課 生活福祉課

各課

対象者それぞれの状況に応じた個別支援計画を作成して，自立に向
けた支援を行った。また，支援調整会議では，主に個別支援計画の
適切性の協議を行い，関係機関との情報共有と連携については，個
別に事業説明及び情報交換を行った。今後は支援によって対象者に
見られた変化をさらに把握することで，支援方法を工夫し，自立に
向けた支援を強化していく。

自立相談支援機関において相談を受け付けた生活困窮者を対象として，それぞれ
の状況に応じた個別支援計画を作成して，この計画に基づき早期自立に向けた支
援を行う。
また，生活困窮者自立相談支援事業支援調整会議を設置し，個別支援計画の適切
性の協議及び関係機関との情報共有と連携を図る。

相談者ごとに個別支援計画を作成し，早期自立に向けた包括的，継続的な支援が
行われている。

目標

平成28年度

●個別支援計画作成件数
　75件
個別のケースに応じた幅
広 い 支 援 計 画 が 作 成 さ
れ，庁内関係課や関係機
関と連携して計画に基づ
き支援を実施した。
支 援 調 整 会 議 に お い て
は，主に支援内容の検討
を行い，関係機関との情
報共有や連携は個別に実
施した。

●個別支援計画作成件数
　94件
目標値を大きく上回り94
件（初回支援計画50件，
再支援計画44件）の個別
支援計画を作成し，庁内
関係課や関係機関と連携
して計画に基づき支援を
実施した。
支 援 調 整 会 議 に お い て
は ， 昨 年 度 か ら 引 き 続
き，主に支援内容の検討
を行い，関係機関との情
報共有や連携は個別に実
施した。

平成29年度平成27年度

●個別支援計画
　作成件数60件

●個別支援計画
　作成件数60件

●個別支援計画
　作成件数60件
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【平成29年度】

基本目標

施策の柱

事業名
（主な取組）

関連する課

事業概要
（取組内容）

目指すべき方向性

現状

平成26年度

●同様の内容の事
業を「住宅支援給
付事業」として実
施

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

B

委員会評価

対象者が事業を利用している期間に常用就職（期間の定めのない又
は期間の定めが6か月以上の労働契約による就職）に結びつくよう
支援を行い，支給対象者の住居の確保が図られた。支援期間中の常
用就職者数は毎年度増加しており，最終年度は，前年度からの継続
支給対象者も含めて，当初期間中に常用就職した方が多く，早期の
就労による自立につながった。今後は事業の周知方法も工夫しなが
ら，継続して実施していく。

●継続
新規相談者数(実人数)37人
新規当初申請者数      ７人
支給決定件数            ８件
期間中の常用就職者数 ３人

【平成27年度】
新規相談者数(実人数)48人
新規当初申請者数     12人

相談者数，申請者数，支給
件数は減少しているが，就
職者数は増加している。引
き続き，事業周知に努めて
いく必要がある。

平成29年度

地域福祉計画実施計画評価票

担当課の評価のとおりとする。

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●継続
　相談件数(延件数)68件
　支給件数　　  　15件
　就職者数　 　  　２件
「自立生活サポートセン
ターこくぶんじ」において
相談及び支給申請を受け付
け，常用就職に向けた支援
が適切に実施されている。

担当課

●継続
新規相談者数(実人数) 46人
新規当初申請者数       ９人
支給決定件数          　９件
期間中の常用就職者数10人
※「期間中の常用就職者
数」は，平成28年度からの
継 続 支 給 対 象 者 3 人 を 含
む。

前年と比べて相談者数，申
請者数，支給件数は微増だ
が，期間中の常用就職者数
は，大幅に増加した。新規
当初申請者のうち，常用就
職者は７人，翌年度に継続
支給となった方が1人（翌
年度に常用就職），就職に
は至らず他の要件により支
援を終了した方が１人。

生活福祉課

各課

平成27年度

●継続

目標どおり進行している。 目標どおり進行している。

担当課の評価のとおりとす
る。

担当課の評価のとおりとす
る。

評価

●継続 ●継続

２　暮らしを支えるサービスの充実

（４）生活困窮者への自立支援

住居確保給付金支給事業

離職等により，住居を喪失した方または喪失するおそれのある方に，家賃相当額
の住居確保給付金を支給し，住居の確保を図り就労に向けた支援を行う。

離職等により，住居を喪失した方または喪失するおそれのある方の住居の確保が
図られ，就労に向けた支援が行われている。

目標

平成28年度
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【平成29年度】

基本目標

施策の柱

事業名
（主な取組）

関連する課

事業概要
（取組内容）

目指すべき方向性

現状

平成26年度

●未実施

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

A

委員会評価

●庁内連絡会開催回数
　２回
第１回連絡会では，事業内
容や実施状況等について情
報共有を図り，第２回連絡
会では，各課における自立
相談支援事業との連携状況
について情報共有を図っ
た。
開催回数は目標の３回に対
して２回であったが，情報
共有・連携が図られた。

庁内連絡会議の設置

地域福祉計画実施計画評価票

担当課の評価のとおりとする。

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●開催なし
対象者の早期発見及び庁内
関係課と連携した支援を図
るため，要綱の整理やメン
バーの選出など会議開催に
向けた準備を進めた。
●庁内連絡会議の開催には
至らなかったが，庁内関係
課とのケース会議などに
よって，対象者の早期発見
と包括的支援を行うために
庁内関係課と情報共有・連
携を図った。

担当課

●庁内連絡会開催回数
　３回
管理職が参加する連絡会を
１回，事務担当者が参加す
る進行管理部会を２回実施
した。事業内容や実施状
況，各課における自立相談
支援事業との連携状況につ
いて情報共有を図った。

生活福祉課

各課

●会議開催回数
　年３回

平成27年度

２　暮らしを支えるサービスの充実

（４）生活困窮者への自立支援

庁内連携をより効果的に行うために，庁内連絡会の運営について，関係
課の意見を聴取した上で，検討を行った。その結果，管理職が参加する
庁内連絡会の中に事務担当者が参加する進行管理部会を設置し，庁内連
絡会と進行管理部会を併せて年３回開催することとした。庁内連絡会を
整備したことで，計画の最終年度には，開催回数は目標を達成した。ま
た，進行管理部会の設置により，庁内関係課の事務担当者に対する事業
周知や，庁内関係課と自立相談支援機関との情報共有・連携が図られ
た。引き続き庁内関係課と連携を図り，生活困窮者の早期把握・早期支
援を行っていく。

評価

庁内関係課における情報共有・連携を図り，支援を必要とする方を早期に相談に
つなげて，自立に向けた支援を包括的に行うため生活困窮者自立相談支援事業庁
内連絡会議を設置する。

生活困窮者自立相談支援事業庁内連絡会議を設置し，庁内関係課における情報共
有・連携が図られている。

目標

平成28年度 平成29年度

●会議開催回数
　年３回

●会議開催回数
　年３回

やや取組が遅れている。
目標に向かって順調に進行
している。

担当課の評価のとおりとす
る。

担当課の評価のとおりとす
る。
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【平成29年度】

基本目標

施策の柱

事業名
（主な取組）

関連する課

事業概要
（取組内容）

目指すべき方向性

現状

平成26年度

●事業利用者数
　11名

各年度末までの
進捗状況評価

委員会評価

３箇年の達成状況
評価

B

委員会評価

地域福祉計画実施計画評価票

担当課の評価のとおりとする。

やや取組が遅れている。
目標に向かって順調に進行
している。

担当課の評価のとおりと
する。

担当課の評価のとおりと
する。

評価

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

●事業利用者数　15名
市内2箇所に無料学習塾を
設置し，子どもの学習支
援とともに世帯の支援を
行 い ， 効 果 を 挙 げ て い
る。現在設置している２
箇所に加え，３箇所目の
新規開設に向けて事業拡
大を目指す。

担当課 生活福祉課

各課

２　暮らしを支えるサービスの充実

（４）生活困窮者への自立支援

学習支援事業

事業利用者数は年々増加しており，生活困窮世帯や生活保護世帯の
子どもの学習支援を受けられる体制が整いつつある。小学生は通塾
可能なエリアが限られており，無料学習塾のない地域のニーズ把握
が課題である。一方，生活困窮世帯を対象とした事業であるため対
象者に対して十分に配慮することが必要である。今後は，相談実績
等からニーズを把握し，支援方法等を検討していく。

平成27年度

●事業利用者数　21名
児童扶養手当現況届にチラ
シを同封するなど事業周知
を図り，無料学習塾を新た
に１箇所開設した。利用者
数は目標に達しなかったが
増加しており，市内３箇所
で ， 子 ど も の 学 習 支 援 を
行った。また，家庭訪問等
による世帯への支援も行っ
た。

●事業利用者数　32名
前 年 度 ま で の 支 援 対 象 者
は，小学3年生から中学3年
生までであったが，本事業
を利用して高校に進学した
方についても支援対象とし
た。また，学習塾の回数は
週1回だったが，中学生の
うち希望者には週２回とし
た。就学援助の通知にチラ
シを同封するなど事業周知
を工夫したことで，利用者
数は目標に達しなかったが
増加しており，市内３箇所
で ， 子 ど も の 学 習 支 援 を
行った。また，家庭訪問等
による世帯への支援も行っ
た。

貧困の連鎖を防止するため，生活困窮世帯や生活保護世帯の子どもの学習支援を
行う。また，家庭訪問を行い生活課題の解決を図る。

●事業利用者数
　40名

生活困窮世帯や生活保護世帯の子どもが学習支援を受けられている。

目標

平成28年度 平成29年度

●事業利用者数
　30名

●事業利用者数
　20名

21




